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洞 爺 湖 町 議 会 令 和 ４ 年 ９ 月 会 議 

議 案 
 

 



附 議 議 案 

議 案 番 号     件           名 

同意第５号  洞爺湖町表彰条例に基づく同意について 

 

報告第２号  健全化判断比率の報告について 

 

報告第３号  資金不足比率の報告について 

 

報告第４号  株式会社グリーンステイ洞爺湖の経営状況の報告について 

 

議案第２６号  洞爺湖町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

議案第２７号  自治会長の手当額及びその支給方法に関する条例の廃止について 

 

議案第２８号  洞爺湖町過疎地域持続的発展市町村計画の一部変更について 

 

議案第２９号  工事請負契約の締結について（湯元橋修繕工事） 

 

議案第３０号  工事委託協定の変更について（洞爺湖町公共下水道虻田下水終末処理場

他の建設工事） 

 

議案第３１号  令和４年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第５号） 

 

議案第３２号  令和４年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 

議案第３３号  令和４年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計補正予算（第３号） 

 

議案第３４号  令和４年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 

議案第３５号  令和４年度虻田郡洞爺湖町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 

 

議案第３６号  令和４年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計補正予算（第３号） 

 



議 案 番 号     件           名 

認定第１号  令和３年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計決算の認定について 

 

認定第２号  令和３年度虻田郡洞爺湖町一般会計決算の認定について 

 

認定第３号  令和３年度虻田郡洞爺湖町国民健康保険特別会計決算の認定について 

 

認定第４号  令和３年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計決算の認定について 

 

認定第５号  令和３年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計決算の認定について 

 

認定第６号  令和３年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計決算の認定について 

 

認定第７号  令和３年度虻田郡洞爺湖町後期高齢者医療特別会計決算の認定について 



同意第５号 

 

   洞爺湖町表彰条例に基づく同意について 

 

 洞爺湖町表彰条例（平成１８年洞爺湖町条例第１６１号）第３条の規定により、

下記の者を表彰することにつき、議会の同意を求める。 

 

  令和４年９月１２日提出  

洞爺湖町長 下 道 英 明   

 

記 

 

表彰区分 住     所 氏   名 生 年 月 日 

功 労 表 彰 洞爺湖町本町１６３番地 加 藤 公 二 昭和１６年 ６月１０日 

功 労 表 彰 

登別市登別東町４丁目３６

番地２ バルビゾンＡ－１

０３ 

石 川 須美子 昭和３４年 ５月 ５日 

功 労 表 彰 洞爺湖町入江４９番地１５ 真 屋 敏 春 昭和２４年 ４月１６日 

功 労 表 彰 洞爺湖町清水１６８番地 小 林   忍 昭和２７年 ９月１８日 

功 労 表 彰 洞爺湖町成香３９９番地 原 田 尚 一 昭和３６年 ５月 ６日 
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報告第２号 

 

健全化判断比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項の規定により、令和３年度決算に基づく財政の健全化判断比率を別冊のとおり

監査委員の意見を付して報告する。 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

015849 北海道 洞爺湖町 － － 10.6 30.9

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち 臨時財政対策債

発   行   可   能   額

早期健全化基準 15.00 20.00 25.0 350.0

4,611,120 172,430 財政再生基準 20.00 30.00 35.0

健全化判断比率の状況（令和３年度）

　（　別　紙　）
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報告第３号 

 

資金不足比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条

第１項の規定により、令和３年度決算に基づく公営企業会計に係る資金不足比率を

別冊のとおり監査委員の意見を付して報告する。 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 水道事業会計 公共下水道事業特別会計 簡易水道事業特別会計

015849 北海道 洞爺湖町 － － －

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち 臨時財政対策債

発　 行 　可 　能 　額

4,611,120 172,430

20.0

　（　別　紙　）

資金不足比率の状況（令和３年度）

経営健全化基準 20.0 20.0
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報告第４号 

 

   株式会社グリーンステイ洞爺湖の経営状況の報告について 

 

 株式会社グリーンステイ洞爺湖の経営状況を地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４３条の３第２項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

 

  令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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第３２期  事  業  報  告  に  つ  い  て  
 
 
 
 

自    令和３年４月  １日  

 

至    令和４年３月３１日  
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１  会社の概要  
 
 ⑴  主要事業内容  

   当社の定款に基づく事業内容は、以下のとおりであります。 

  ①  キャンプ場の運営  

  ②  食料品、酒類、日用雑貨の販売  

  ③  飲食店及び喫茶店の経営  

  ④  各種催し物の企画、案内及び旅行斡旋業  

    公共施設等の運営並びに整備に関する受託事業  

  ⑤  その他  

 

 

 ⑵  主な事務所  

   本    社   北海道虻田郡洞爺湖町洞爺湖温泉１４２番地  

   キャンプ場   北海道虻田郡洞爺湖町月浦５６番地  

 

 

 ⑶  株式の状況  

  ①  会社が発行する株式の総数   １１，９６０株  

  ②  発行済株式総数         ２，９９０株  

  ③  株  主  数              １５名  
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 ⑷  取締役及び監査役 

    代表取締役社長 真 屋 敏 春 

    取締役      大 西 塡 夫 

    取締役      長谷川 義 郎 

    取締役      田 仁 孝 志 

    取締役（常務）  毛 利 敏 夫 

    監査役      金 子   建 

    監査役      傳   正 宏 

 

 ⑸ 従業員の状況 

区 分 従業員数 平均年齢 

男 子 ２名 ７０歳 

女 子 ３名 ６４歳 

計 ５名  

※上表のほか、臨時職員・男子３名＋女子２名在籍 
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２ 事業の概要   

 

当期事業の経過と成果 

 

 当期は、新型コロナウィルスの感染拡大により、国民にとって、また事業者にとっても

２年連続でがまんの一年となりました。昨年も国による「緊急事態宣言」の発令により様

々な社会活動や経済活動に対して自粛や制限などが求められました。道内の経済や観光は

かって経験したことのない厳しい状況下に置かれ、その影響が続いています。 

 

 当社は、４月２４日からオープンいたしましたが、５月１７日から６月２０日、そして

８月２７日から９月３０日までを一時休業し、１２１日間の短縮営業といたしました。 

 営業にあたっては、アルコール消毒、ソーシャルディスタンスの徹底、窓口での感染防

止対策、利用制限を実施するなど「新北海道スタイル」の徹底に努めてまいりました。ま

た、利用料金についても昨年同様に平日割引を促進するとともに、コロナ禍における厳し

い状況を踏まえ、事業継続への可能性を探りながら営業を行ってまいりました。 

 この結果、当期の年間利用者数は１４，３３０人、前年度比１０４．７%（約６４０人

増）なり、前年度を上回る利用者数となりました。 

 

 経営面では、令和３年度の売上総利益は２１，４１８千円、販売及び一般管理費など経

費は２４，５０１千円（うち減価償却費３，２７１千円）となり、いわゆる本業部分では

営業損失３，０８３千円となりました。 

 なお、当期は営業外収益として雑収入１，６３４千円を加算しており、本業と本業外を

合わせた決算では、経常損失１，４４９千円といたました。 

 

 最後に、既に始まった令和４年度（第３３期）の営業につきましても、今の混乱が１日

も早く収束できることを願いつつ、スタッフ一同お客様とスタッフの安心安全を最優先に

努めてまいる所存ですが、株主様、役員各位におかれましても、引き続きご支援とご協力

を賜りますよう心よりお願い申し上げます。 
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３  財務関係 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

期 第３２期 

 

項     目 

  自： 令和 ３年 ４月 １日 

 

至： 令和 ４年 ３月３１日 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

営 業 損 失  ３，０８３千円 

経 常 損 失  １，４４９千円 

当 期 純 損 失  １，４４９千円 

当期未処理損失  ２５，１１５千円 

１株当り当期損失  ８，３４０円 

  

  

総  資  産 １２４，９３４千円 

純  資  産 １２４，３８５千円 

１株当り純資産 ４１，６００円 
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議案第２６号 

 

洞爺湖町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

 洞爺湖町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

  令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   

 

洞爺湖町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 洞爺湖町職員の育児休業等に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第２６号）の

一部を次のように改正する。 

 

 第２条第３号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職員であって、

次のいずれかに該当するもの」に改め、同号ア(ｱ)中「第２条の４」を「当該子の出

生の日から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっては

当該期間の末日から６月を経過する日、第２条の４」に、「、２歳」を「当該子が２

歳」に改め、同号イを次のように改める。 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

(ｱ) その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）（当

該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場合に該当し

てする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた日。以下(ｱ)において同じ。）におい

て育児休業をしている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に該

当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休

業をしようとするもの 

(ｲ) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている場

合であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後引き続きて特定

職に引き続き採用されることに伴い、当該育児休業に係る子について、当

該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとするもの 

 第２条第３号ウを削る。 

 

 第２条の３第３号を次のように改める。 
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⑶ １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次に掲げる

場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げる場合に該当し

て育児休業をしている場合であって第３条第７号に掲げる事情に該当するとき

はイ及びウに掲げる場合に該当する場合、町長が定める特別の事情がある場合

にあってはウに掲げる場合に該当する場合） 当該子の１歳６か月到達日 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場

合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間

の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶

者がこの号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休

業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌

日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において

育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達

日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当してする

地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている場

合 

ウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤

務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する

場合 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間

においてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場合 

 

 第２条の４各号列記以外の部分中「養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６

か月到達日の翌日（当該子の１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該

当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職

員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用

されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を

育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次の各号のい
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ずれにも該当するとき」を「養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のいず

れにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休業をしている

場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２号及び第３号に掲げる

場合に該当する場合、町長が定める特別の事情がある場合にあっては同号に掲げる

場合に該当する場合）」に改め、同条中第２号を第３号とし、同号の次に次の１号

を加える。 

⑷ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の期間にお

いてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

 第２条の４中第１号を第２号とし、同号の前に次の１号を加える。 

⑴ 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶

者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休

業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日

以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

 

 第２条の５を削る。 

 

 第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、同条第８号

中「その任期」を「任期を定めて採用された職員であって、当該任期」に、「育児休

業に係る子について、当該任期が」を「任期を」に、「に特定職に引き続き」を「引

き続いて特定職に」に、「任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される」を「育児

休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の」に改め、

同号を同条第７号とし、同条の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準とし

て条例で定める期間は、５７日間とする。 

 

 第１０条第６号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計画書」に改める。 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例に

よる改正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第１０条（第６号に係る

部分に限る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 
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議案第２７号 

 

自治会長の手当額及びその支給方法に関する条例の廃止について 

 

 自治会長の手当額及びその支給方法に関する条例を廃止する条例を次のように定

める。 

 

  令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   

 

自治会長の手当額及びその支給方法に関する条例を廃止する条例 

 

 自治会長の手当額及びその支給方法に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３

１号）は、廃止する。 

 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日に、廃止前の自治会長の手当額及びその支給方法に関する

条例の規定により、令和４年度における自治会長の手当の支給要件を満たす者に

対しては、同条例の規定にかかわらず手当を支給しない。 
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議案第２８号 

 

洞爺湖町過疎地域持続的発展市町村計画の一部変更について 

 

 洞爺湖町過疎地域持続的発展市町村計画の一部を次のとおり変更したいので、過

疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第８条第

１０項により準用する同条第８項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 洞爺湖町過疎地域持続的発展市町村計画の一部を別紙のとおり変更する。 

 

  令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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洞爺湖町過疎地域持続的発展市町村計画【変更】 

区  

分 
頁 

行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更

の理

由 

２－３ 

地 域 に

お け る

情報化 

 

（３）計

画 

 

 

 

21 

 

 

 

1 

（３）計画 

事業計画（令和３年度～令和７年度） 

 

 

 

22 

 

 

 

18 

（３）計画 

事業計画（令和３年度～令和７年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業

名 の

追加 

 

持続

的発

展施

策区

分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 

事

業

主

体 

備考 

3 

地域

にお

ける

情報

化 

(1)略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)略 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

 

 

 

持続

的発

展施

策区

分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 

事

業

主

体 

備考 

3 

地域

にお

ける

情報

化 

(1)略 

(2)過疎地域

持続的発

展特別事

業 

・デジタル

技術の活

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)略 

略 

 

 

 

 

■自然環境価値創

出事業 

【事業内容】 

 洞爺湖町の土台

である自然環境に

ついて、科学的裏

付けのある情報を

発信するため、オ

ンライン上でもプ

ラットフォームづ

くりを行う。 

略 

略 

 

 

 

 

町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

 

 

 

 

 

【効果】 

ＩＣＴ活

用により、

遠隔地で

も自然環

境の価値

を共有で

きる関係

人口の増

加が図ら

れる。 

 

別紙 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

１ 基 本 的

な事項 

 

（８）公共

施 設 等 総

合 管 理 計

画 と の 整

合 

 

11 

 

28 

（８）公共施設等総合管理計画との整合 

本計画に記載された公共施設等の整備については、

平成２８年３月に策定した「洞爺湖町公共施設等総合

管理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適

合する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

 

８ 適正管理に関する（基本的な）考え方 

(3) 基本方針 

① 中長期的な視点でのマネジメント 

ア 建築物系施設 

(ア) 町が保有する建築物系施設は、４分の１以上

が建築後３０年を経過している状況となって

おり、施設の劣化状況・安全性、利用状況、維

持管理経費の状況、類似施設の配置状況、財政

状況、社会環境や町民ニーズの変化等を総合的

に勘案し、計画的に施設の集約化や老朽施設の

廃止を推進することで、施設の総量適正化を図

ります。 

(イ) 新規の施設整備については、単独施設の新規

整備は行わず、施設の複合化・集約化、廃止・

統廃合を基本とします。 

(ウ) 建設から一定期間を経過した施設は適宜点

検・診断を実施し、建設から３０年を超えるも

のは、利用率、効果や老朽度合等を総合的に勘

案し、地域住民の方々と十分協議して、長期の 

 

11 

 

29 

（８）公共施設等総合管理計画との整合 

本計画に記載された公共施設等の整備については、

令和４年３月に改訂した「洞爺湖町公共施設等総合管

理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適合

する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

 

Ⅲ 本町施設更新の基本方針 

２．公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

①公共施設等（建築物） 

■供給に関する方針 

○機能の複合化等による効率的な施設配置 

・老朽化が著しいが、町民サービスを行ううえで廃止

できない施設については、周辺施設の立地状況を踏

まえながら、機能の複合化や更新等により、効率的

な施設配置及び町民ニーズの変化への対応を図り

ます。 

○施設総量の適正化 

・町民ニーズや上位・関連計画、政策との整合性、費

用対効果を踏まえながら、人口減少や厳しい財政状

況を勘案し、必要なサービス水準を確保しつつ施設

総量の適正化（縮減）を図ります。 

 

■品質に関する方針 

○予防保全の推進 

・日常点検、定期点検を実施し、劣化状況の把握に努 

 

洞爺湖

町公共

施設等

総合管

理計画

の改訂

による

本文の

追加・

修正 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

   活用が見込まれない場合は、廃止を基本としま

す。 

(エ) 廃止した施設で、売却・貸付などが見込めな

い場合は、老朽化による破損等によって周辺の

環境・治安に悪影響を与えないよう、取り壊し

を基本とします。また、施設の取り壊しに際し

ては優先順位を付けて順次実施し、事業費等の

削減、平準化を図るようにします。 

(オ) 今後の財政推計を踏まえたうえで、重大な損

傷や致命的な損傷となる前に予防的修繕を実

施することにより、健全な状態を維持しながら

長寿命化を図ることでライフサイクルコスト

を縮減します。 

イ 建築物系施設種別ごとの方針 

ウ インフラ系施設 

(ア) 構造物の状態を客観的に把握・評価し、中長

期的なコスト縮減を目指したアセットマネジ

メントによる取り組みを推進します。 

(イ) 人口減少や人口構造の変化を見据え、保有す

るインフラ系施設の利用状況に応じて、施設の

廃止・縮小を進めます。 

(ウ) 今後の財政推計を踏まえたうえで、重大な損

傷や致命的な損傷となる前に予防的修繕を実

施することにより、健全な状態を維持しながら

長寿命化を図ることでライフサイクルコスト

を縮減します。 

(エ) 役割や機能、特性に合わせ補修、更新の実施 

  めるとともに、点検結果を踏まえた修繕や改修の実

施により予防保全に努めます。 

○計画的な長寿命化の推進 

・建築後長期間経過した施設については、大規模改修

の検討と併せ「洞爺湖町建築物耐震改修促進計画」

に基づく耐震化を推進するとともに、長期的な修繕

計画の策定や点検等の強化などにより、計画的な維

持管理を推進し、必要に応じて施設の長寿命化を図

ります。 

 

■財務に関する方針 

○長期的費用の縮減と平準化 

・改修・更新等の費用の縮減と更新時期の集中化を避

けることにより、歳出予算の縮減と平準化を図りま

す。 

○維持管理費用の適正化 

・現状の維持管理にかかる費用や業務内容を分析し、

維持管理費用や施設使用料等の適正化を図ります。 

○民間活力の導入検討 

・可能な範囲で、民間事業者等の優れた技術、知識、

経験、資金等、民間活力を効果的に活用し、町民の

ニーズに応じた適切なサービスを迅速に実施し、公

共サービスの質向上を図ります。なお、民間活力の

導入には、指定管理者制度、外部委託等の手法が含

まれます。 

・民間活力の導入により、業務執行体制の簡素・効率

化を図るとともに、ライフサイクルコスト最適化の 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

   時期や最適な対策方法を決定するとともに、優

先順位を考慮しながら適正な維持管理を図り

ます。 

(オ) 既に策定されている各計画を基本としなが

ら、当計画との整合性を図り、必要に応じて適

宜見直ししていきます。 

② 必要な公共サービスの再構築 

ア 民間施設の活用など公共施設にこだわらない

公共サービスの提供を図ります。 

イ 施設が果たしている役割や機能を再確認し、更

新等の機会を捉えて社会情勢の変化に応じた

機能転換等戦略的な取り組みを進めます。 

 ウ 公共施設の２割を占める学校施設については、

地域の実情や災害時の防災拠点としての機能

も損なわないよう、工夫や配慮を行いながら再

編及び利活用・複合化の検討を進めます。 

 エ 遊休・余剰資産の売却等により、管理コストの

縮減と新たな投資財源のねん出に努めます。 

③ 協働の推進 

 ア 様々なノウハウを持つ民間事業者の活力を活

用し、施設整備、更新、維持管理、運営をより

効果的かつ効率的に行います。 

 イ 公共施設にかかる問題意識の共有化を図り、町

民とともに課題解決に取り組みます。 

④ 地域ごとの公共施設のあり方 

 ア 合併前の区域にこだわらず、相互に関連する公

共施設等の立地環境も考慮した適切な配置を 

  観点も踏まえ、経費の削減を図ります。 

※建築物の設計費や建設費などの初期投資の経費と

維持管理費などのランニングコスト及び解体処分

費用など、建築物の生涯に必要な経費の合計をライ

フサイクルコスト（LCC）といいます。 

②インフラ系施設 

■品質に関する方針 

○長寿命化の推進 

・道路、橋梁、公園、上下水道といった施設種別ごと

の特性を考慮し、中長期的な経営視点に基づく計画

的な維持管理を行います。 

 

■財務に関する方針 

○維持管理費用の適正化 

・計画的な点検や維持補修により、維持管理費用の適

正化及び平準化を図ります。 

○民間活力の導入検討 

・可能な範囲で、指定管理者制度、外部委託等の手法

を活用し、施設の整備や管理・運営における官民の

連携を図り、財政負担の軽減と行政サービスの維

持・向上を図ります。 

 

■供給に関する方針 

○社会構造変化に対応した適正な供給 

・社会構造の変化を踏まえ、適正な供給を図ります。 

 

Ⅳ 施設類型ごとの管理に関する基本方針 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

   行い、新たなコミュニティの拠点化に向けた協

議・検討を進めます。 

イ 近隣市町との相互利用や共同運用、サービス連

携、役割分担等により効率化を図ります。 

⑤ 個別施設計画の策定推進 

   個別施設計画が策定済みである次の計画につ

いては、社会情勢の変化を踏まえて、本計画との

整合性を図り適切に見直しを進めることとしま

す。 

 

  １．公共施設（建築物）の管理に関する基本方針 

○建築物系施設 

（ア）町が保有する建築物系施設は、4 分の 1 以上

が建築後 30 年を経過している状況となってお

り、施設の劣化状況・安全性、利用状況、維持管

理経費の状況、類似施設の配置状況、財政状況、

社会環境や町民ニーズの変化等を総合的に勘案

し、計画的に施設の集約化や老朽施設の廃止を推

進することで、施設の総量適正化を図ります。 

（イ）新規の施設整備については、単独施設の新規

整備は行わず、施設の複合化・集約化、廃止・統

廃合を基本とします。 

（ウ）建設から一定期間を経過した施設は適宜点

検・診断を実施し、建設から 30 年を超えるもの

は、利用率、効果や老朽度合等を総合的に勘案し、

地域住民の方々と十分協議して、長期の活用が見

込まれない場合は、廃止を基本とします。 

（エ）廃止した施設で、売却・貸付などが見込めな

い場合は、老朽化による破損等によって周辺の環

境・治安に悪影響を与えないよう、取り壊しを基

本とします。また、施設の取り壊しに際しては優

先順位を付けて順次実施し、事業費等の削減、平

準化を図るようにします。 

（オ）今後の財政推計を踏まえたうえで、重大な損

傷や致命的な損傷となる前に予防的修繕を実施

することにより、健全な状態を維持しながら長寿

命化を図ることでライフサイクルコストを縮減 

 

 施設名 計画名 策定年度  

町営住宅 洞爺湖町営住宅

長寿命化計画 

平成２４年度 

橋りょう 洞爺湖町橋梁長

寿命化計画 

平成２５年度 

下水道 洞爺湖町下水道

長寿命化計画 

平成２３年度 

公園 洞爺湖町公園施

設長寿命化計画 

平成２５年度 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

      します。 

○建築物系施設種別ごとの方針 

※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進めます。 

 

２．インフラ系施設の管理に関する基本方針 

（ア）構造物の状態を客観的に把握・評価し、中長期

的にコスト縮減を目指したアセットマネジメント

による取り組みを推進します。 

（イ）人口減少や人口構造の変化を見据え、保有する

インフラ系施設の利用状況に応じて、施設の廃止・

縮小を進めます。 

（ウ）今後の財政推計を踏まえたうえで、重大な損傷

や致命的な損傷となる前に予防的修繕を実施する

ことにより、健全な状態を維持しながら長寿命化を

図ることでライフサイクルコストを縮減します。 

（エ）役割や機能、特性に合わせ補修、更新の実施時

期や最適な対策方法を決定するとともに、優先順位

を考慮しながら適正な維持管理を図ります。 

（オ）既に策定されている各計画を基本としながら、

当計画との整合性を図り、必要に応じて適宜見直し

ていきます。 

 

Ⅴ 公共施設マネジメントの実行体制 

１．推進体制 

公共施設マネジメントの推進にあたっては、全ての

公共建築物を一元的に情報管理し、組織横断的な調整

にあたる組織及び意思決定機関として、「公共施設等 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

      マネジメント庁内推進委員会（仮称）」を立ち上げる

予定となっています。 

また、インフラ資産等については、専門的な技術や

ノウハウの蓄積がある、それぞれの所管課において公

共施設マネジメントを推進していきます。 

今後、総合管理計画の方針や本計画における各施設

の方向性に基づき、個別施設ごとに具体的な取り組み

を行いますが、事務的な整理や整備手法などの検討、

具体的な対策の実施にあたっては、対象施設に関連す

る市民・施設利用者・関係団体等との協議を行い、十

分な調整と合意形成を図りながら進めます。 

また、長寿命化や複合施設化、予防・維持保全の推

進を行う施設については、それぞれ修繕（改修）計画

を策定し、実際の事業実施に際しては、財政状況との

整合性を図り財政負担の平準化を図ります。 

２．情報等の共有 

 「新しい公会計」の視点を導入し、固定資産台帳等

の整備を進めていく中で、保有する公共施設等の情報

一元管理体制を整え、システム等の活用により庁舎内

の情報共有を図ります。 

また、これらの一元化された情報を基に、財政係と

の連携調整を図り、事業の優先順位を判断しながら、

持続可能な施設整備・運営管理を行います。 

３．町民等との協働 

公共施設のあり方を検討する際には、町ホームペー

ジ、パブリックコメント等を活用した情報発信など、

町民からの意見・要望を採り入れながら、公共施設マ 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

      ネジメントを推進します。 

４．ＰＤＣＡサイクルの確立 

本計画は公共施設マネジメントに PDCAサイクルを採

り入れ、常時、Plan（計画）➡Do（実行）➡Check（評

価）➡Action（改善）を意識することにより、計画自体

を継続的に改善していきます。 

施設所管課は、本計画に基づいて施設ごとに再編計画

や保全計画を作成し、PDCAを繰り返し、施設ごとに効

果の検証と課題等を庁内推進委員会に報告します。委員

会では本計画の進行状況をまとめ、内容の検討を繰り返

すことにより、適正な計画へと見直しを行います。 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

２－２ 

産 業 の 振

興 

 

（５）公共

施 設 等 総

合 管 理 計

画 と の 整

合 

 

19 

 

26 

（５）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

平成２８年３月に策定した「洞爺湖町公共施設等総合

管理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適

合する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建物系施設種別ごとの方針 

 ※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

20 

 

37 

（５）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

令和４年３月に改訂した「洞爺湖町公共施設等総合管

理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適合

する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建築物系施設種別ごとの方針 

※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

洞爺湖

町公共

施設等

総合管

理計画

の改訂

による

本文の

追加・

修正 

 施設種別 方針  （８）スポーツ施設   

予防保全的な修繕を施し長寿命化を図りますが、有

効な活用方法を検討し、有力なものについては、実施

します。  

プールについては、経年劣化が顕著となった際には

廃止する予定です。  

あぶた体育館については、将来的に類似施設との統

合等を検討します。  

（ 11 ）その他（観光施設を含む）   

施設の予防保全や修繕等の維持管理を行い、施設の

延命化を図るとともに、将来的に教職員住宅・町有住

宅として利用の見込みのない施設について、転用、譲

渡、貸付や解体撤去等を検討します。 

レクリエ

ー シ ョ

ン・観光

施設 

施設の予防保全や修繕等の維持管

理を行い、施設の延命化を図るとと

もに、公共性が低いと判断されるも

のは譲渡又は貸付を検討し、耐用年

数が経過している施設については

解体撤去等を含め検討する。 

産業系施

設 

施設の予防保全や修繕等の維持管

理を行い、施設の延命化を図るとと

もに、公共性が低いと判断されるも

のは譲渡又は貸付の検討する。 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

２－４ 

交 通 施 設

の整備、交

通 手 段 の

確保 

 

（４）公共

施 設 等 総

合 管 理 計

画 と の 整

合 

 

23 

 

20 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

平成２８年３月に策定した「洞爺湖町公共施設等総合

管理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適

合する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

インフラ施設種別ごとの方針 

 ※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

24 

 

40 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

令和４年３月に改訂した「洞爺湖町公共施設等総合管

理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適合

する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

インフラ施設種別ごとの方針 

※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

洞爺湖

町公共

施設等

総合管

理計画

の改訂

による

本文の

追加・

修正 

 施設種別 方針  ２．インフラ系施設の管理に関する基本方針  

  橋梁については、個別に定める長寿命化計画等に従

って維持管理、修繕、更新等を進めていきます。 

その他のインフラ系施設については、洞爺湖町まち

づくり総合計画との整合性を図り、本計画に準じて継

続的に見直しを行い、維持管理、修繕、更新等を実施

します。  

（ア）構造物の状態を客観的に把握・評価し、中長期

的にコスト縮減を目指したアセットマネジメント

による取り組みを推進します。  

（イ）人口減少や人口構造の変化を見据え、保有する

インフラ系施設の利用状況に応じて、施設  の廃

止・縮小を進めます。 

（ウ）今後の財政推計を踏まえたうえで、重大な損傷

や致命的な損傷となる前に予防的修繕を実施する

ことにより、健全な状態を維持しながら長寿命化を

図ることでライフサイクルコストを縮減します。 

（エ）役割や機能、特性に合わせ補修、更新の実施時 

道路 予防保全的観点からの適切な補修、

補強を行い長寿命化を図ることで、

効率的、合理的な維持管理を図る。 

橋りょう 「洞爺湖町橋梁長寿命化修繕計画」

に基づき橋りょうの長寿命化及び

修繕・架換えに係わるコスト縮減を

図るなど、計画的な維持管理を行

う。 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

      期や最適な対策方法を決定するとともに、優先順位

を考慮しながら適正な維持管理を図ります。 

（オ）既に策定されている各計画を基本としながら、

当計画との整合性を図り、必要に応じて適宜見直し

ていきます。  

 

（１）道路  

 予防保全的観点からの適切な補修・補強を行い、長

寿命化を図ることで効率的、合理的な維持管理を図り

ます。 

（２）橋梁  

洞爺湖町橋梁長寿命化修繕計画に基づき橋梁の長

寿命化及び修繕・架換えに係わるコスト縮減を図るな

ど、計画的な維持管理を行います。 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

２－５ 

生 活 環 境

の整備 

 

（４）公共

施 設 等 総

合 管 理 計

画 と の 整

合 

 

27 

 

22 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

平成２８年３月に策定した「洞爺湖町公共施設等総合

管理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適

合する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建築物系施設種別ごとの方針 

 ※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

29 

 

19 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

令和４年３月に改訂した「洞爺湖町公共施設等総合管

理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適合

する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建築物系施設種別ごとの方針 

※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

洞爺湖

町公共

施設等

総合管

理計画

の改訂

による

本文の

追加・

修正 

 施設種別 方針  （４）公営住宅   

 洞爺湖町営住宅等長寿命化計画に基づき建物の予

防保全的な維持管理、長寿命化のための改善等を推進

し、適切な管理を行います。  

洞爺湖町では少子化・高齢化が進行するなか、特に、

町営住宅等において入居者の高齢化が進んでいるこ

とから、高齢社会に対応した町営住宅等の整備が必要

となっています。  

また、建物の老朽化が進んだ町営住宅等の解消や良

質な住宅ストックを維持していくため、計画的な住

宅・住環境の整備や適正な維持管理が求められていま

す。  

 そのため、住宅に困窮する低所得者に対する住宅供

給により、住宅セーフティネットとして町民の暮らし

の安定を確保することを最大の目的としながら、社会

情勢等をふまえた適正な戸数の町営住宅等の供給、計

画的な既存住宅ストックの更新や適切な維持・管理、

高齢者等の暮らしに配慮した居住環境整備など、良質 

公営住宅・ 

単独住宅

等 

「洞爺湖町町営住宅等長寿命化計

画」に基づき建物の予防保全的な維

持管理、長寿命化のための改善等を

推進し、適切な管理を行う。 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

   

 

 

インフラ施設種別ごとの方針 

  な住宅ストックの形成を目指します。 

２．インフラ系施設の管理に関する基本方針  

  橋梁については、個別に定める長寿命化計画等に従

って維持管理、修繕、更新等を進めていきます。 

その他のインフラ系施設については、洞爺湖町まち

づくり総合計画との整合性を図り、本計画に準じて継

続的に見直しを行い、維持管理、修繕、更新等を実施

します。  

（ア）構造物の状態を客観的に把握・評価し、中長期

的にコスト縮減を目指したアセットマネジメント

による取り組みを推進します。  

（イ）人口減少や人口構造の変化を見据え、保有する

インフラ系施設の利用状況に応じて、施設の廃止・

縮小を進めます。  

（ウ）今後の財政推計を踏まえたうえで、重大な損傷

や致命的な損傷となる前に予防的修繕を実施する

ことにより、健全な状態を維持しながら長寿命化を

図ることでライフサイクルコストを縮減します。 

（エ）役割や機能、特性に合わせ補修、更新の実施時

期や最適な対策方法を決定するとともに、優先順位

を考慮しながら適正な維持管理を図ります。  

（オ）既に策定されている各計画を基本としながら、

当計画との整合性を図り、必要に応じて適宜見直し

ていきます。 

（３）公園   

公園利用者の安全性確保及びライフサイクルコス

ト縮減を図るなどして、適切に維持管理を行い、施設 

 

 施設種別 方針  

上下水道 上水道については公営企業として、

将来にわたり持続可能な事業経営

を維持するための資産管理に取り

組み、中長期的な視点に立った計画

的、効率的な施設の整備、更新を進

めて行く。 

下水道については、資産管理に取り

組み効率的、計画的に予防保全を行

い、長寿命化を図り、将来への財政

負担の縮減及び平準化を図る。 

公園 公園利用者の安全性確保及びライ

フサイクルコスト縮減を図るなど

して、適切に維持管理を行い、施設

の延命化を図る。 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 

  
変更後 

変更の 

理由 

      の延命化を図ります。  

（４）水道   

  上水道については公営企業として、将来にわたり持

続可能な事業経営を維持するための資産管理に取り

組み、中長期的な視点に立った計画的、効率的な施設

の整備、更新を進めて行きます。  

下水道については、資産管理に取り組み効率的、計画

的に予防保全を行い、長寿命化を図り、将来への財政

負担の縮減及び平準化を図ります。 

 

 

-35-



 

 

 

区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

２－６ 

子 育 て 環

境の確保、

高 齢 者 等

の 保 健 及

び 福 祉 の

向 上 及 び

増進 

 

（４）公共

施 設 等 総

合 管 理 計

画 と の 整

合 

 

31 

 

35 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

平成２８年３月に策定した「洞爺湖町公共施設等総合

管理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適

合する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建築物施設種別ごとの方針 

 ※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

3

4 

 

7 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

令和４年３月に改訂した「洞爺湖町公共施設等総合管

理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適合

する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建築物系施設種別ごとの方針 

※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

洞爺湖

町公共

施設等

総合管

理計画

の改訂

による

本文の

追加・

修正 

 施設種別 方針  （ 10 ）福祉施設   

施設の予防保全や修繕等の維持管理を行い、施設の

延命化を図るとともに、余剰スペースがある場合には

他の公共施設の機能を移転集約するなど、施設の有効

活用や町民の利便性の向上を図る。また、耐用年数が

経過している施設については解体撤去等を含め検討

します。 

保健施設 施設の予防保全や修繕等の維持

管理を行い、施設の延命化を図る

とともに、余剰スペースがある場

合にはほかの公共施設の機能を

移転集約するなど、施設の有効活

用や町民の利便性の向上を図る。

また、耐用年数が経過している施

設については解体撤去等を含め

検討する。 

保育所 一部の保育所は建替えを行う。 

また、それ以外の施設は、予防保

全や修繕等の維持管理を行い、施

設の延命化を図る。 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

２－８ 

教 育 の 振

興 

 

（４）公共

施 設 等 総

合 管 理 計

画 と の 整

合 

 

31 

 

35 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

平成２８年３月に策定した「洞爺湖町公共施設等総合

管理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適

合する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建築物施設種別ごとの方針 

 ※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 
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17 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

令和４年３月に改訂した「洞爺湖町公共施設等総合管

理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適合

する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建築物系施設種別ごとの方針 

※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

洞爺湖

町公共

施設等

総合管

理計画

の改訂

による

本文の

追加・

修正 

 施設種別 方針  （５）学校教育施設   

小・中学校は当分の間、施設の予防保全や修繕等の

維持管理を行い、施設の延命化を図ります。将来的に

は、施設の老朽化の状況などに合わせて、適正配置の

検討を進めます。  

洞爺湖町学校施設長寿命化計画では、以下のように基

本方針を定めており、この基本方針に準じて管理を行

っていきます。  

 

①児童生徒数の変化に応じて学校施設の適正配置

を図り、改築時に他の公共施設との集約化について検

討するなど、公共施設総量の適正化を考慮した整備方

針を検討する 

②劣化状況や施設の利用状況等をふまえ、改築、長

寿命化改良、計画的な修繕による維持管理など、施設

を長く維持するために適切な整備手法を選択する  

③日常点検や定期点検などを通じて建物の劣化状

況を定期的に把握し、施設の安全性確保や予防保全型 

学校 高校施設は一部を除き解体する。 

また、小・中学校は当分の間、施設

の予防保全や修繕等の維持管理を

行い、施設の延命化を図る。 

集会施設 施設の予防保全や修繕等の維持管

理を行い、施設の延命化を図る。 

また、利用率の極めて低い施設につ

いては、集会施設としての用途を廃

止し、譲渡又は貸付を検討する。さ

らに耐用年数が経過している施設

については解体撤去等を含め検討

する。 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

      の維持管理に努める  

④新学習指導要領や社会の変化に対応し、児童生徒

の学習環境を向上させるための機能性向上について

十分検討し、必要に応じた改修などを行う 

（７）社会教育・コミュニティ施設   

施設の予防保全や修繕等の維持管理を行い、施設の

延命化を図ります。また、利用率の極めて低い施設に

ついては、用途を廃止し、譲渡又は貸付を検討します。

さらに耐用年数が経過している施設等については複

合施設として統合や解体撤去等を含め検討します。 
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区  分 頁 
行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更の 

理由 

２－10 

地 域 文 化

の振興等 

 

（４）公共

施 設 等 総

合 管 理 計

画 と の 整

合 

 

36 

 

41 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

平成２８年３月に策定した「洞爺湖町公共施設等総合

管理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適

合する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建築物施設種別ごとの方針 

 ※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 
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20 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画に記載された公共施設等の整備については、

令和４年３月に改訂した「洞爺湖町公共施設等総合管

理計画」の基本方針並びに個別施設計画の内容と適合

する。 

 

洞爺湖町公共施設等総合管理計画より転記 

建築物系施設種別ごとの方針 

※施設の廃止・撤去等は住民合意の上で進める。 

 

洞爺湖

町公共

施設等

総合管

理計画

の改訂

による

本文の

追加・

修正 

 施設種別 方針  （９）町民文化施設   

  施設の予防保全や修繕等の維持管理を行い、施設の

延命化を図るとともに、利用が固定化している施設に

ついては、他の施設への移転集約を含め、施設の有効

活用を図り耐用年数が経過している施設については

解体撤去等を含め検討します。 

 

文化施設 施設の予防保全や修繕等の維持管

理を行い、施設の延命化を図るとと

もに、利用が固定化している施設に

ついては、他の施設への移転集約を

含め、施設の有効活用を図り耐用年

数が経過している施設については

解体撤去等を含め検討する。 
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区  

分 
頁 

行

数 
変更前 頁 

行

数 
変更後 

変更

の理

由 

事 業 計

画（令和

３ 年 度

～ 令 和

７ 年 度

分） 

 

過 疎 地

域 持 続

的 発 展

特 別 事

業分 

 

 

 

39 

 

 

 

27 

事業計画（令和３年度～令和７年度） 過疎地域持続的発

展特別事業分 

 

 

 

42 

 

 

 

5 

事業計画（令和３年度～令和７年度） 過疎地域持続的発

展特別事業分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業

名 の

追加 

 

持続

的発

展施

策区

分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 

事

業

主

体 

備考 

1､2 略 略 略 略 

     

4～6 略 略 略 略 

8 略 略 略 略 
 

 

持続

的発

展施

策区

分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 

事

業

主

体 

備考 

1､2 略 略 略 略 

3 

地域

にお

ける

情報

化 

(2)過疎地域

持続的発

展特別事

業 

・デジタル

技術の活

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自然環境価値創

出事業 

【事業内容】 

 洞爺湖町の土台

である自然環境に

ついて、科学的裏

付けのある情報を

発信するため、オ

ンライン上でもプ

ラットフォームづ

くりを行う。 

 

 

 

 

町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【効果】 

ＩＣＴ活

用により、

遠隔地で

も自然環

境の価値

を共有で

きる関係

人口の増

加が図ら

れる。 

4～6 略 略 略 略 

8 略 略 略 略 
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議案第２９号 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３９号）第２条の規定により、議会

の議決を求める。 

 

  令和４年９月１２日提出 

   洞爺湖町長 下 道 英 明   

 

１ 工 事 名  湯元橋修繕工事 

 

２ 工 事 場 所  洞爺湖町洞爺湖温泉５番地３ほか 

 

３ 契約の方法  指名競争入札 

 

４ 契 約 金 額  金６２，１５０，０００円 

 

５ 工 期  契約の日から令和５年３月１０日まで 

 

６ 契約の相手方  虻田郡洞爺湖町入江１６７番地１７８ 

          株式会社 小松組 

           代表取締役 出店 正照 
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議案第３０号 

 

工事委託協定の変更について 

  

 工事委託協定を次のように変更する。 

 

令和４年９月１２日提出 

  

洞爺湖町長  下 道 英 明   

 

令和４年６月１７日に議決された議案第１６号、洞爺湖町公共下水道虻田下水 

終末処理場他の建設工事委託の協定金額中「金３６２，０００，０００円」を 

「金５０１，４００，０００円」に改める。 
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議案第３１号 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第５号） 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５８，４１５千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，７５５，２８７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

  令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

11. 地 方 交 付 税 3,400,000 163,512 3,563,512

1. 地 方 交 付 税 3,400,000 163,512 3,563,512

15. 国 庫 支 出 金 730,246 16,642 746,888

1. 国 庫 負 担 金 280,948 2,636 283,584

2. 国 庫 補 助 金 438,686 14,006 452,692

16. 道 支 出 金 392,313 17,850 410,163

1. 道 負 担 金 203,496 179 203,675

2. 道 補 助 金 175,769 17,671 193,440

19. 繰 入 金 270,904 △ 90,000 180,904

1. 繰 入 金 270,904 △ 90,000 180,904

21. 諸 収 入 67,485 3,063 70,548

5. 雑 入 43,050 3,063 46,113

22. 町 債 685,500 △ 52,652 632,848

1. 町 債 685,500 △ 52,652 632,848

7,696,872 58,415 7,755,287

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

2. 総 務 費 631,323 15,932 647,255

1. 総 務 管 理 費 585,577 15,932 601,509

3. 民 生 費 1,524,985 3,558 1,528,543

1. 社 会 福 祉 費 1,016,125 461 1,016,586

4. 児 童 福 祉 費 165,614 1,437 167,051

5. 保 育 所 費 127,567 1,660 129,227

4. 衛 生 費 684,751 10,336 695,087

1. 保 健 衛 生 費 152,812 10,076 162,888

2. 環 境 衛 生 費 20,794 260 21,054

6. 農 林 水 産 業 費 182,838 12,700 195,538

1. 農 業 費 142,095 12,400 154,495

3. 水 産 業 費 28,445 300 28,745

7. 商 工 費 378,070 1,344 379,414

1. 商 工 費 65,879 176 66,055

2. 観 光 費 312,191 1,168 313,359

8. 土 木 費 1,046,655 11,089 1,057,744

2. 道 路 橋 梁 費 387,033 7,007 394,040

3. 河 川 費 4,000 1,500 5,500

6. 住 宅 ・ 建 築 費 219,975 2,582 222,557

10. 教 育 費 410,399 4,502 414,901

1. 教 育 総 務 費 122,668 △ 1,260 121,408

4. 社 会 教 育 費 98,309 4,161 102,470

5. 保 健 体 育 費 61,908 1,601 63,509

（単位：千円）

款 項
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補正前の額 補 正 額 計

13. 予 備 費 68,699 △ 14,101 54,598

1. 予 備 費 68,699 △ 14,101 54,598

14. 新型コロナウイルス感
染 症 対 策 費

212,972 13,055 226,027

1. 新型コロナウイルス感
染 症 対 策 費

212,972 13,055 226,027

7,696,872 58,415 7,755,287歳 出 合 計

（単位：千円）

款 項
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第２表 地方債補正 

１．変更                         （単位：千円） 

起債の 

目 的 

変  更  前 変  更  後 

限度額 
起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 
限度額 

起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 

臨 時 財 政 

対 策 債 
100,000 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、

利率見直

し方式で

借入れる

資金につ

いて、利率

見直しを

行った後

において

は、当該見

直し後の

利率） 

政府資金又

はその他資

金とし、そ

の融資条件

による。 

ただし、町

財政の都合

により措置

期間及び償

還期限を短

縮し、もし

くは繰上償

還又は低利

に借換える

ことができ

る。 

47,348 同左 同左 同左 
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議案第３２号 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計補正予算（第３号）は、次に

定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，５５９千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ６８１，２４７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負

担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行

為」による。 

 

  令和４年９月１２日提出 

 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

1. 分 担 金 及 び 負 担 金 29 114 143

1. 分 担 金 28 114 142

5. 繰 入 金 385,600 △ 120 385,480

1. 繰 入 金 385,600 △ 120 385,480

7. 諸 収 入 1 4,565 4,566

1. 雑 入 1 4,565 4,566

676,688 4,559 681,247

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

1. 公 共 下 水 道 費 357,536 3,225 360,761

1. 下 水 道 管 理 費 244,627 3,225 247,852

3. 予 備 費 6,431 1,334 7,765

1. 予 備 費 6,431 1,334 7,765

676,688 4,559 681,247

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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第２表 債務負担行為 

事     項 期    間 限 度 額 

終末処理場他機械電気設備 

更新事業 

自 令和５年度 

 

至 令和５年度 

４０１，４００千円 

 

 

-51-



議案第３３号 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計補正予算（第３号） 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定める

ところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５，８０５千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，２６３，０６１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

4. 支 払 基 金 交 付 金 306,347 5,288 311,635

1. 支 払 基 金 交 付 金 306,347 5,288 311,635

6. 繰 入 金 204,362 517 204,879

1. 一 般 会 計 繰 入 金 200,880 517 201,397

1,257,256 5,805 1,263,061

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

4. 基 金 積 立 金 10 29,263 29,273

1. 基 金 積 立 金 10 29,263 29,273

5. 諸 支 出 金 151 33,101 33,252

1. 償還金及び還付加算金 151 33,101 33,252

6. 予 備 費 57,505 △ 56,559 946

1. 予 備 費 57,505 △ 56,559 946

1,257,256 5,805 1,263,061

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計

-54-



議案第３４号 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２４８千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１４４，９８４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   

-55-



第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

3. 繰 入 金 43,700 △ 248 43,452

1. 繰 入 金 43,700 △ 248 43,452

145,232 △ 248 144,984

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

4. 予 備 費 3,159 △ 248 2,911

1. 予 備 費 3,159 △ 248 2,911

145,232 △ 248 144,984

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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議案第３５号 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）は、次に

定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８４７千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１７８，３３５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

2. 繰 入 金 63,827 △ 56 63,771

1. 一 般 会 計 繰 入 金 63,827 △ 56 63,771

5. 広 域 連 合 支 出 金 0 903 903

1. 広 域 連 合 支 出 金 0 903 903

177,488 847 178,335

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

1. 総 務 費 4,427 847 5,274

1. 総 務 管 理 費 3,840 847 4,687

177,488 847 178,335

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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議案第３６号 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計補正予算（第３号） 

 

第１条 令和４年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。 

 

第２条 予算第３条収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

 〈収 入〉                         （単位：千円） 

科  目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 水道事業収益 258,813 △1,282 257,531 

 第１項 営業収益 178,156 0 178,156 

 第２項 営業外収益 80,656 △1,282 79,374 

 第３項 特別利益 1 0 1 

 

 〈支 出〉                         （単位：千円） 

科  目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 水道事業費用 258,813 △1,282 257,531 

 第１項 営業費用 237,449 0 237,449 

 第２項 営業外費用 10,928 0 10,928 

 第３項 特別損失 1 0 1 

 第４項 予備費 10,435 △1,282 9,153 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   

-61-



認定第１号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計決算の認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令

和３年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付して

議会の認定に付する。 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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認定第２号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町一般会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３

年度虻田郡洞爺湖町一般会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付して議会の認

定に付する。 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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認定第３号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町国民健康保険特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３

年度虻田郡洞爺湖町国民健康保険特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付

して議会の認定に付する。 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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認定第４号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３

年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を

付して議会の認定に付する。 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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認定第５号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３

年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付して

議会の認定に付する。 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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認定第６号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３

年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付

して議会の認定に付する。 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明  
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認定第７号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町後期高齢者医療特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和３

年度虻田郡洞爺湖町後期高齢者医療特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を

付して議会の認定に付する。 

 

令和４年９月１２日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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